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所得税法 

 外国事業者の海外からの電子役務の販売により得られる報酬について、過払い源泉

徴収税額がある場合、収入を得た日より5年以内は、税務当局への還付申請が可能 

外国事業者がインターネットまたはその他の電子方式で電子役務を台湾内の営利事業者へ提

供して得られる報酬について、当該報酬が台湾源泉所得に属し、なおかつ当該外国事業者が

台湾内に固定的営業場所および営業代理人を有さない場合、台湾内の営利事業者は、所得税

法第88条および第92条により、報酬を支払う時に支払額の20%を源泉徴収し、源泉徴収票を

提出する義務があります。 

源泉徴収が行われた後、台湾での課税所得の計算について、外国事業者が純利益率および台

湾での利益への貢献度の適用を台湾税務当局へ申請し認定された場合、あるいは租税協定に

定める事業所得の免税規定を適用し源泉徴収税が過大納付となっている場合は、当該外国事

業者は収入を得た日から5年以内に、源泉徴収義務者の所在地の管轄税務当局へ還付を申請

することができます。 

上記の還付申請について、外国事業者は「海外からの電子役務販売に係る外国事業者の過大

納付源泉徴収税額還付申請書」を記入するとともに、コマーシャルインボイスあるいは所得

計算に係る証憑書類、源泉徴収票の控え等必要書類を添付し自ら申請するか、もしくは代理

人に委任し申請することになります。なお、代理人に還付申請を委任する場合は、授権書も

提出する必要があります。 

営業税法 

当期に属さない仕入税額は当期売上税額から控除不可 

財政部は2018年8月29日に台財税第10704610960号通達により、「営業税法第15条第1項によ

り、営業人の当期売上税額と仕入税額とを相殺した後の差額は当期の納付すべきまたは仮払

い超過営業税額とし、当期に属さない次期の仕入税額を当期の売上税額から控除し申告する

ことはできず、営業人が仕入税額を当期に繰り上げて控除し申告した場合、税務当局は審査

時に申告を却下する」との規定を公布しました。 
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証券取引法 

「公開発行会社の資産取得または処分に係る処理準則」第 10 条の但書規定に関する

通達 

金融監督管理委員会は2018年8月29日に金管証発字第1070331908号通達を公布し、2016年11

月11日付金管証発字第1050044504号通達の内容を一部改正しました。「公開発行会社の資産

取得または処分に係る処理準則」第10条には、公開発行会社が有価証券を取得または処分する

際、まずは対象会社の直近期の会計士監査済みあるいはレビュー済み財務諸表を入手する必要

があるほか、取引価額が会社の払込資本金額の20%またはNT$3億以上の場合は、会計士によ

る取引価額の合理性への意見表明が必要との規定および但書により適用除外が定められてい

ますが、今回改正されたのは但書における適用除外の事由であり、主な改正内容は以下の通り

です。 

1. 直接または間接的に株式を100%保有する投資会社の現金による増資で発行される有価

証券を引き受ける場合、あるいは完全子会社間の現金による増資で発行される有価証券

を引き受ける場合。  

2. 台湾内の公債、買戻(売戻)条件付債券の場合。 

3. 公募ファンドの場合。 

4. 台湾内の公開発行会社の現金による増資での株式引受、あるいは台湾内で社債(金融債券

を含む)の引き受けで、かつ取得する有価証券が私募の有価証券ではない場合。 

5. 投資を専業とする者が有価証券を取得または処分する場合で、有価証券の評価モデルお

よびシステムをすでに設置済み、ならびに適切なモデルまたは統計方法を採用して価額

を見積っている場合は、「公開発行会社の資産取得または処分に係る処理準則」第10条に

定める会計士による取引価額の合理性についての意見表明が必要との規定が免除される。 
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